
平成24年 №36      

東京学芸大学施設の有効活用に関する規程の一部を改正する規程 

 

制定理由 

 全学共通利用スペース確保の原則において，定年退職者等のポスト削減に伴う 

当該退職者が使用していたスペースの取扱いについて，所要の改正を行うもので 

ある。 

 

承認経過 

 平成24年10月10日 教育研究評議会 審議・承認 

 

 

  



東京学芸大学施設の有効活用に関する規程の一部を改正する規程を次のように制

定する。 

 

  平成24年10月11日 

                 国立大学法人東京学芸大学長 

                         村 松 泰 子 

 

 

 

平成24年規則第23号 

   東京学芸大学施設の有効活用に関する規程の一部を改正する規程 

 

 東京学芸大学施設の有効活用に関する規程（平成12年規程第７号）の一部につい

て，別紙新旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 

 



東京学芸大学施設の有効活用に関する規程の一部改正について 

 
改正理由：全学共通利用スペース確保の原則において，定年退職者等のポスト削減に伴う当該退職者が使用していたスペースの取扱いにつ

いて，所要の改正を行うものである。 
改     正 現     行 

 
〔省略〕 
 

（確保の原則） 
第９条 施設の新営及び大型改修を行う場合，全学的な施設の有効活用

を図るため，一定割合の全学共通利用スペースを確保すべきものとす

る。 
２ 新営により確保する全学共通利用スペースの面積は，原則として当

該新営面積の 20％を目途とする。ただし，全体面積が小規模又は特

殊な用途を目的とする場合等はこの限りでない。 
３ 新営建物等への移行に伴って生じた移行跡スペースは，原則として

全学共通利用スペースに充てるものとする。 
４ 定年退職者等のポストを削減する場合，当該退職者が使用していた

スペースは，原則として全学共通利用スペースに充てるものとする。 
 

〔省略〕 
 

   附 則 
平成 24 年 10 月 11 日から施行し，平成 24 年 10 月１日から適用す

る。 
 

 
〔省略〕 
 

（確保の原則） 
第９条 施設の新営及び大型改修を行う場合，全学的な施設の有効活

用を図るため，一定割合の全学共通利用スペースを確保すべきもの

とする。 
２ 新営により確保する全学共通利用スペースの面積は，原則として

当該新営面積の 20％を目途とする。ただし，全体面積が小規模又は

特殊な用途を目的とする場合等はこの限りでない。 
３ 新営建物等への移行に伴って生じた移行跡スペースは，原則とし

て全学共通利用スペースに充てるものとする。 
 
 
 
 

〔省略〕 
 

 


